
平成30年度 富士見町当初予算平成30年度 富士見町当初予算

一般会計 73億9,900万円一般会計 73億9,900万円
～住み続けたいまち・住んでみたいまちづくり～～住み続けたいまち・住んでみたいまちづくり～

　

平
成
30
年
度
は
、
住
み
続
け
た

い
・
住
ん
で
み
た
い
ま
ち
づ
く
り

を
実
現
す
る
た
め
、
「
地
域
力
の

再
発
掘
と
発
信
に
向
け
て
」
を
目

標
と
し
た
予
算
編
成
と
し
ま
し
た
。

　

下
の
図
は
、
一
般
会
計
予
算
額

の
歳
入
歳
出
の
内
訳
で
す
。
平
成

30
年
度
当
初
予
算
額
は
、
73
億
９
，

９
０
０
万
円
（
前
年
度
比
４
億
６
，

１
４
４
万
円
増
）
と
な
り
、
過
去

10
年
間
で
は
一
番
大
き
な
予
算
規

模
と
な
り
ま
す
。

　

歳
入
の
う
ち
、
も
っ
と
も
大
き

な
割
合
を
占
め
て
い
る
「
町
税
」

に
つ
い
て
は
、
景
気
回
復
基
調
を

背
景
に
、
個
人
住
民
税
の
増
額
と
、

企
業
の
設
備
投
資
に
よ
る
固
定
資

産
税
の
増
額
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

法
人
住
民
税
は
企
業
動
向
か
ら
減

額
を
見
込
ん
で
い
ま
す
が
、
町
税

全
体
と
し
て
は
、
前
年
度
比
０·

４

％
、
８
４
６
万
円
増
の
23
億
６
，１

４
３
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
さ

ら
に
、
今
年
度
も
「
ふ
る
さ
と
み

ら
い
寄
附
金
」
１
億
円
を
目
標
と

し
て
当
初
予
算
に
計
上
し
て
い
ま

す
。

　

歳
入
の
中
で
、
財
政
健
全
化
を

示
す
自
主
財
源
の
割
合
は
２·

４
％

増
の
51·

１
％
と
な
り
ま
す
。

　

歳
出
に
つ
い
て
は
、
第
５
次
総
合

計
画
の
前
期
最
終
年
と
し
て
総
括
し
、

後
期
計
画
策
定
に
向
け
た
始
動
の
予

算
と
し
て
、
土
地
利
用
計
画
の
見
直

し
、
産
業
振
興
の
強
化
の
た
め
の
人

材
育
成
、
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計

画
個
別
施
設
計
画
の
策
定
、
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
・
プ
ラ
ザ
空
調
等
改
修
、
庁

内
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
体
制
の
構
築
推
進
、

シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
等
を
重
点

施
策
と
し
て
取
り
組
み
ま
す
。

　

そ
の
ほ
か
、
健
康
・
福
祉
の
ま
ち

づ
く
り
や
安
心
安
全
の
ま
ち
づ
く
り
、

農
業
の
強
化
、
観
光
強
化
、
教
育
の

ま
ち
富
士
見
・
子
育
て
の
ま
ち
富
士

見
に
つ
い
て
も
引
き
続
き
取
り
組
み

を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

　

ま
た
、
今
年
度
は
都
市
計
画
道
路

整
備
の
た
め
、
富
士
見
駅
北
通
り
線

（
未
整
備
区
間
）
の
整
備
と
役
場
通

り
線
の
拡
幅
の
た
め
、
３
億
１
，６
６

３
万
円
を
計
上
し
て
お
り
、
全
額
財

政
調
整
基
金
を
活
用
し
て
事
業
を
進

め
て
い
き
ま
す
。　

※国や県からの補助金などを「依存財源」といい、これに対して町税などの町が自ら収入するものを「自主財源」といいますが、
　収入全体に占める自主財源の割合が高いほど健全な財政といえます。

今
年
の
予
算
は
、

　
　
ど
の
く
ら
い
？

富士見町
第５次総合計画

① 人口の維持
② 健全財政の維持
③ 健康・福祉のまちづくり
④ 安心安全のまちづくり
⑤ 農業の復活
⑥ 観光強化
⑦ 教育のまち富士見・
　　　子育てのまち富士見
⑧ 安定した行政運営

一般会計予算目的別構成割合 一般会計予算歳入別構成割合

一般会計予算性質別構成割合

町税
2,361,434千円
31.9%

町債
302,600千円
4.1%

消防費
253,691千円
3.4%

その他
200,711千円／2.7%

総務費
979,439千円
13.2%

公債費
573,175千円
7.7%教育費

745,383千円
10,1%

民生費
1,922,717千円
26.0%

土木費
1,148,614千円
15.5%商工費

454,730千円
6.1%

衛生費
519,540千円／7.0%

人件費
1,239,531千円
16.8%

物件費
1,477,171千円
20.0%

補助費等
1,672,542千円
22.6%

貸付金
260,500千円
3.5%

普通建設事業費
1,003,309千円
13.6%

扶助費
604,241千円
8.2%

その他  188,597千円／2.5%
繰出金  379,934千円／5.1%繰出金  379,934千円／5.1%

公債費
573,175千円
7.7%

農林水産業費
601,000千円／8.1%

地方譲与税
141,000千円／1.9%

  国県支出金
791,628円
11.5%

  国県支出金
836,500円
11.3%

地方交付税
1,985,000千円
26.8%

歳　入
7,399,000千円

歳　出
7,399,000千円

歳　出
7,399,000千円

  繰入金
429,511千円
5.8%

  繰入金
429,511千円
5.8%

自主財源  51.1%
依存財源  48.9%

義務的経費  32.7%
投資的経費  13.8%

■
■

■
■

諸収入
  363,260千円／4.9%

分担金・
負担金他
629,695千円
8.5%

諸収入
  363,260千円／4.9%

分担金・
負担金他
629,695千円
8.5%

地方消費税交付金他
350,000千円／4.8%

一般会計予算町税構成割合

その他
1,490千円
0.1%

町　税
2,361,434千円 固定資産税

1,455,201千円
61.6%

町民税
772,673千円
32.7%

軽自動車税
53,423千円
2.3%

町たばこ税
78,647千円／3.3%



町
の
支
出
、

  
性
質
別
経
費
と
は
？

　

町
の
支
出
（
歳
出
）
を
性
質
に

着
目
し
て
分
類
し
た
も
の
で
、

「
人
件
費
」
や
「
扶
助
費
」
「
補

助
費
」
「
普
通
建
設
事
業
費
」
な

ど
に
分
け
ら
れ
ま
す
。
左
の
表
は

性
質
別
経
費
を
前
年
度
と
比
較
し

た
も
の
で
す
。

　

特
に
予
算
全
体
に
お
け
る
構
成

比
の
大
き
な
も
の
と
し
て
、
人
件

費
は
職
員
・
議
員
・
委
員
等
の
給

料
や
共
済
費
な
ど
で
、
全
体
の
16·

８
％
、
物
件
費
は
賃
金
や
旅
費
、

委
託
料
・
備
品
購
入
費
な
ど
で
、

全
体
の
20·

０
％
、
扶
助
費
は
福
祉

医
療
費
や
児
童
手
当
な
ど
で
、
全

体
の
８·

２
％
、
補
助
費
等
は
、
国

や
他
団
体
、
一
部
事
務
組
合
に
対

す
る
負
担
金
な
ど
で
、
全
体
の
22·

６
％
、
普
通
建
設
事
業
費
は
、
建

設
工
事
に
係
わ
る
も
の
で
、
全
体

の
13·

６
％
、
公
債
費
は
、
借
入
金

の
返
済
に
係
る
元
金
及
び
利
子
で
、

全
体
の
７·

７
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
性
質
別
予
算
の
う
ち
、
人

件
費
、
扶
助
費
、
公
債
費
は
「
義

務
的
経
費
」
、
普
通
建
設
事
業
費

は
「
投
資
的
経
費
」
と
分
類
さ
れ

ま
す
。

一般会計当初予算  性質別前年度対比表
（単位：百万円）

1,240
1,477
51
604

1,673
579

1,094
1,003
84
919
0

573
132
261
380
5

7.399

1,282
1,425
46
552

1,767
590

1,177
492
97
395
0

599
130
261
379
5

6,938

△42
52
5
52
△94
△11
△83
511
△13
524
0

△26
2
0
1
0

461

H30区　　　　分 H29 増減
人 件 費
物 件 費
維 持 補 修 費
扶 助 費
補 助 費 等

災害復旧事業費
公 債 費
積 立 金
貸 付 金
繰 出 金
予 備 費
合 計

普通建設事業費

一部事務組合
そ の 他

補 助 事 業 費
単 独 事 業 費

平成30年度の主な取り組み

平成30年度 特別会計・企業会計予算
会　計　名 H30予算額 前年比較

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

観光施設貸付事業

富 士 見 財 産 区

14億8,178万円

2億1,078万円

1億4,593万円

1,526万円

△2億9,157万円

2,922万円

0

△65万円

会　計　名 H30予算額 前年比較

本郷・落合・境財産区

乙 事 財 産 区

水 道 事 業

下 水 道 事 業

3億9,608万円

558万円

9億4,393万円

17億9,051万円

△1,172万円

△101万円

2,045万円

7,943万円

★重点施策
○土地利用の見直し ……… ９７５万円
　　社会情勢の大きな変化により、今後の土地利用の在
　り方を定めるため、新たに「第２次国土利用計画」を
　策定します。また、平成14年度に策定した「都市計画マ
　スタープラン」を見直し、一体的な運用を図るために
　「立地適正化計画」の策定、さらに農業振興地域整備
　計画の見直しを２か年で実施していきます。
○健全財政の維持 ……… １,２７４万円
　　平成28年度に策定した「富士見町公共施設等総合
　管理計画」に基づき、平成32年度までに「個別施設計
　画」を策定し、今後の公共施設や行政サービスの在り
　方の研究、施設の長寿命化や統廃合等を検討します。
　インフラ施設（農業用水路等）と学校施設の長寿命
　化計画も併せて策定に取り組みます。
○コミュニティ・プラザ空調更新、照明ＬＥＤ化工事
　　　　　　　　　　　　　 ……… １億２,９１２万円
　　多くのグループや団体、子どもたちが利用するコミュ
　ニティ・プラザを、利用者の皆さんがより快適に利用で
　きるよう、空調の更新と照明のＬＥＤ化工事を行います。

○人材の確保・雇用の創出 ……… ２１５万円
　　町に設置している無料職業紹介所の機能を強化す
　るため、企業訪問等を積極的に行い、企業と就業者の
　マッチングを図ります。また、富士見森のオフィスは、
　町の産業の拠点としてさらに機能を充実させるため、
　隣接する管理棟の改修工事に向けて設計委託を行い
　ます。
○都市計画道路整備事業 ……… ３億１,６６３万円
　　富士見駅北通り線の未整備区間は、歩道を確保し、
　歩行者が安心して利用できるとともに、町の発展を後
　押しする道路となるよう、暮らしに密着した道路整備
　に努めます。また、長野県と共に役場通り線の建設を
　推進します。
○特記施策 ……… １５８万円
　　多岐にわたる業務に柔軟に対応するため、庁内に横
　断的なプロジェクト体制を整えます。また、人口対策の
　中で、移住・定住志向者向けに情報発信を充実させる
　とともに、町の強み、魅力の再発掘と積極的な発信の
　ためにシティプロモーションの取り組みを始めます。
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